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研究成果の概要（和文）：我が国は，世界的にも有数の自然災害大国であり，防災・減災対策に向けた取組は極
めて重要である．災害時においては，道路ネットワークのリダンダンシーが被害軽減に大きな役割を果たすが，
通常時の渋滞時等においてもその効果を発揮するものと考えられる．通常時におけるリダンダンシーは，企業の
生産活動へ大きな影響を与えると想定されるが，これらの影響・効果が定量的に分析された事例はない．そこで
本研究では，固定効果モデルによるパネルデータ分析手法を用いて，リダンダンシー（第2最短経路）と企業立
地の関係を統計的に分析した．その結果，有意な地域がいくつか得られ，リダンダンシーによる企業立地効果を
捉えることができた．

研究成果の概要（英文）：In order to decrease a risk in case of emergency such as traffic congestion 
due to catastrophic events, to build a double or triple network of highway seems effective. It 
clearly shows that new manufacturing factory locates in the area where the alternative route to 
major cities is developed. ”Redundancy Effects” in this study means that shortening of 
transportation time of the alternative route to major cities promotes manufacturing factory 
location. The purpose of this study is to estimate this effect by using fixed effect model. As a 
result of estimation, redundancy effects were observed in some areas. Many of these areas are far 
from the urban area. 

研究分野：土木計画学

キーワード： リダンダンシー　固定効果　パネルデータ
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
我が国は，世界的にも有数の自然災害大国
であり，平成23年3月11日に発生した東日本
大震災では甚大なる被害が報告されている．
将来的に発生が確実視されている東海・東南
海地震等の大規模災害による被害軽減に向
けて，防災・減災対策への取組みは極めて重
要であるといえる．災害発生後の状況下では，
被災地への物資輸送，負傷者の搬送等，道路
が果たすべき役割は非常に大きく，とりわけ
道路ネットワークの多重化（リダンダンシ
ー）が被害軽減に寄与することが知られてい
る．例えば，避難経路および物資輸送経路の
確保や，企業のサプライチェーン寸断を防ぐ
ことも大きな効果の1つとして挙げられ，既
往研究では，仮想的市場評価法や空間的応用
一般均衡モデルによって災害時のリダンダ
ンシー効果の定量的な計測が試みられてい
る．しかしながら，多くの既存研究では，主
に「災害時」を想定した効果計測が試みられ
ているが，「平常時」においても，都市間モ
ビリティの向上・選択経路数の増加に伴う多
様性向上といったリダンダンシー機能が発
揮されるため，平常時におけるリダンダンシ
ー効果の検討も重要であると考えられる． 

 
２．研究の目的 
平常時におけるリダンダンシー効果は，特
に企業への生産活動（生産リスクの低減・新
規企業立地等）へ大きな影響を与えるものと
推察されるが，これまでに平常時のリダンダ
ンシー効果を定量的に検討した調査・研究等
は，ほとんどない．そこで，本研究では，近
畿地方を対象とし，既存研究で考案された固
定効果モデルによるパネルデータ分析手法
を用いて，リダンダンシー（第 2最短経路）
の所要時間短縮が企業立地等へ与える影響
を定量的に分析する． 
 
３．研究の方法 
(1) リダンダンシー経路の考え方 
既存のリダンダンシー経路の考え方と，本
研究でのリダンダンシー経路の考え方の違
いを表-1に整理する．まず，本研究では，平
常時における企業の生産活動への影響を分
析するために，経路探索方法は最短経路（速
達性の評価）として考える．これは，制約の
ある労働時間内で，より効率的に生産活動が
行われているものと想定するためである． 
よって，本研究でのリダンダンシー経路（第
2経路）は，「第 1最短所要時間経路を除いた
リンクでの最短所要時間経路」と定義し，第
1経路と第 2経路が重複しないように設定す
る． 
また，本研究のもう 1つの大きな特徴とし
て，多時点での分析を行っている点が挙げら
れる．既存の評価手法では，評価時点を 1時
点とし，対象事業のあり・なしによって分析

が行われていたが，本研究では多時点のネッ
トワークを扱った時系列分析を行うため，こ
の点も新たな試みの 1 つといえる．ただし，
多時点でのリダンダンシー経路を考える場
合，経年変化のパターンに注意が必要である．
表-2は，多時点での最短経路探索を行うこと
で考えられる第 1経路および第 2経路の所要
時間の経年変化パターンである．このうち，
パターン[6] ～ パターン[9]は，最短経路を前
提とする上で，発生し得ることはないパター
ンであるが，分析を行う上で問題となり得る
パターンは[3]である．これは，ある道路が第
2経路上に整備され第 1経路となった場合，
第 2経路はこれまでの経路よりも大きく迂回
する経路となるパターンである．本研究では，
パターン[3]が発生した場合，「前年からの所
要時間の変化なし」と設定し，第 2経路所要
時間の増加は発生しないように設定した． 
 
表-1 リダンダンシー経路の考え方の比較 

 
防災機能評価 
マニュアル 

接続脆弱性 
評価分析 

本研究 

考え方 最短経路 経路数最大 最短経路 

評価視点 速達性 接続性 速達性 

想定状況 災害時 平常時 平常時 

時点 1時点 1時点 多時点 

 
表-2 最短経路探索の経年変化パターン 

 第1経路 第2経路 可能性 

パターン[1] ➘ 減少 ➘ 減少 ○ 

パターン[2] ➘ 減少 ➙ 変化なし ○ 

パターン[3] ➘ 減少 ➚ 増加 ○ 

パターン[4] ➙ 変化なし ➘ 減少 ○ 

パターン[5] ➙ 変化なし ➙ 変化なし ○ 

パターン[6] ➙ 変化なし ➚ 増加 × 

パターン[7] ➚ 増加 ➘ 減少 × 

パターン[8] ➚ 増加 ➙ 変化なし × 

パターン[9] ➚ 増加 ➚ 増加 × 

 
(2) 固定効果モデルによる分析 
①モデルの定式化 
高速道路整備の影響が地域別に異なる傾
きと個別効果をもつことを前提とし，標準的
固定効果モデルに主体別のダミー変数を加
えたモデルを構築する．これにより，個別効
果だけでなく，経済主体で異なる傾きが推定
でき，地域間で比較分析が可能となる．本研
究では，被説明変数に企業の立地を表す経済
指標を用い，説明変数に道路整備水準を表す
アクセシビリティ指標を用いる．なお，第 1
経路及び第 2経路のアクセシビリティ指標を



インプットデータとするが，本研究では以下
の 3ケースの設定で分析を行った．まず，第
1 経路アクセシビリティのみを説明変数とす
るケース，第 2経路アクセシビリティのみを
説明変数とするケース，そして両アクセシビ
リティを同時に説明変数とするケースとし
た．なお，両アクセシビリティを同時に説明
変数とするケースでは，両説明変数の回帰パ
ラメータを推定し，推定された第 2アクセシ
ビリティのパラメータの符号条件や統計的
信頼性により，リダンダンシー効果の有無を
判断するものである． 
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ただし， ity ：経済指標（事業所数や従業員
数など企業立地を表す指標）またはその変化
率， itx1 ：地域 iの第1経路に関するアクセシビ
リティまたはその変化率， itx2 ：地域 iの第2
経路に関するアクセシビリティまたはその変
化率，  ,,, df ：パラメータ， DF , ：地域別
ダミー変数， ti, ：地域，年を表すサフィック
ス， p：分析対象地域数， tM ：マクロ変数
（被説明変数に対応した各年次の近畿管内
合計値） 
 
②アクセシビリティの定式化 
本研究では，目的地の社会経済規模（人口，
製造出荷額，商品販売額等）と経年の所要時
間で表現された交通抵抗による関数から，ア
クセシビリティを定式化する．具体的には，
下式の通りであり，第 1経路と第 2経路に関
するアクセシビリティを算出する． 
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ただし， ijtt1 ： t年の地域 iから jまでの最

短所要時間， ijtt2 ： t年の地域 iから jまでの

第2最短所要時間， jtw ：t年における地域 jの

社会経済規模（夜間人口） 
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図-1 第1経路のアクセシビリティの変化 
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図-2 第 2経路のアクセシビリティの変化 
 
４．研究成果 
地域別に推定されたパラメータを見ると，
リダンダンシー経路（第2経路）と経済指標
との間に有意に相関のある地域を確認する
ことができた（事業所数での和束町，従業者
数の日野町・甲良町・由良町，製造品出荷額
での門真市・十津川村等）．これらの地域の
特徴としては，いずれも都市圏から離れた地
方都市にあり，地域高規格道路である第二京
阪道路が各都市からの第2経路の時間短縮に
貢献していることが挙げられる．この第二京
阪道路は，日本の大動脈である名神高速道路
の並行路線に位置づけられ，まさに都市間の



第2経路として機能していることから，有意
な結果が得られたものと考えられる． 
 
表-3 パラメータ推定結果（事業所数） 

市町村 
式(1) 

式(2) 式(3) 
第 1経路 第 2経路 

三方郡美浜町 7.84 
 

0.12 
 

8.46 * 3.53 * 

宇治市 0.71 
 

0.30 
 

0.92  0.76  

宇治田原町 1.10 
 

0.25 
 

1.56  0.85  

笠置町 8.28 
 

0.19 
 

9.04 ** 2.81 * 

和束町 -58.70 *** 12.43 *** -7.79  0.24  

豊能町 -31.85 
 

9.18 
 

-2.47  1.14  

芦屋市 3.22 
 

1.52 
 

8.96  2.34  

伊丹市 5.63 
 

0.06 
 

6.69  1.13  

加古川市 12.13 
 

0.12 
 

13.79  1.86  

稲美町 8.96 
 

1.24 
 

18.97 * 2.32 * 

福崎町 1.57 
 

0.37 
 

3.17  1.16  

東吉野村 3.21 
 

1.84 
 

5.10 * 4.67 * 

紀の川市 0.92 
 

0.77 
 

3.52  1.08  

高野町 0.59 
 

0.63 
 

0.91  1.60  

印南町 2.40 
 

0.07 
 

4.43  0.19  

（***；99.9%有意，**；99%有意， *；95%有意） 
 

表-4 パラメータ推定結果（従業者数） 

市町村 
式(1) 

式(2) 式(3) 
第 1経路 第 2経路 

草津市 2.13 
 

0.86 
 

3.88 * 1.36 ** 

米原市 3.64 
 

0.52 
 

6.89  1.14 * 

日野町 11.43 
 

0.01 
 

11.93 *** 0.61 *** 

豊郷町 -17.40 ** 3.29 * -4.09  0.11  

甲良町 0.43 
 

2.43 ** 3.19 * 2.70 *** 

八幡市 0.27 
 

0.37 
 

0.56  0.58  

宇治田原町 0.66 
 

0.40 
 

1.31  0.79  

和束町 -57.43 *** 12.85 *** -4.99  0.95  

堺市 0.06 
 

0.82 
 

4.64  1.03  

池田市 3.22 
 

0.95 
 

6.71  1.99  

箕面市 1.20 
 

1.92 
 

8.75  2.50  

豊能町 -38.20 * 11.16 * -3.03  1.55  

千早赤阪村 2.92 
 

2.00 
 

7.31  3.03  

神戸市 0.67  2.17  7.86  2.67  

姫路市 7.80  0.13  9.13  1.52  

芦屋市 1.20  2.15  8.70  2.69  

加古川市 4.93  0.86  10.78  1.72  

三田市 3.38  8.35  8.65  14.27 * 

葛城市 3.23  1.36  6.36  2.48  

紀の川市 0.88  0.90  3.74  1.21  

岩出市 -8.00  2.00  -0.43  0.36  

日高町 3.50  0.38  5.43  1.10  

由良町 8.45  2.26  17.34 ** 3.93 *** 

印南町 3.10 
 

0.10 
 

5.55  0.25  

上富田町 0.15 
 

2.86 
 

1.25 * 3.23 ** 

（***；99.9%有意，**；99%有意， *；95%有意） 
 
 

表-5 パラメータ推定結果（製造品出荷額） 

市町村 
式(1) 

式(2) 式(3) 
第 1経路 第 2経路 

草津市 1.89 
 

0.53 
 

3.06  0.89  

甲賀市 7.75 
 

0.05 
 

8.61  0.60  

東近江市 6.19 
 

0.64 
 

9.22  1.67  

甲良町 4.61 
 

0.77 
 

5.62 * 2.42  

長岡京市 -14.29 
 

1.16 
 

-4.09  0.44  

宇治田原町 1.12 
 

0.48 
 

1.87  1.06  

堺市 25.82 
 

0.07 
 

27.01 * 3.39  

門真市 -53.00 * 2.68 * -2.63  0.55  

姫路市 6.63 
 

1.61 
 

15.97  2.60  

神河町 23.97 
 

8.35 
 

36.98 *** 21.99 ** 

十津川村 -2.04 *** 12.61 ** -0.48  1.27  

（***；99.9%有意，**；99%有意， *；95%有意） 
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